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税務情報 

2021年度税制改正関連情報 

国税庁 ー 法令解釈通達の発遣 

国税庁は 6 月 25 日、2021 年度税制改正等に対応した以下の改正通達を発遣し
ました。 

■ 法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達） 

第 1 法人税基本通達関係 

第 2 連結納税基本通達関係 

第 3 租税特別措置法関係通達（法人税編）関係 

2021 年度税制改正における改正項目のうち、たとえば以下の項目についての通
達が新設又は改正されています。 

【試験研究費の税額控除制度】 

 42 の 4(1)―1、42 の 4(1)―2 

試験研究の意義が明らかにされるとともに、試験研究に含まれない活動が例示
されています。 

 42 の 4(1)―3 

本制度の対象となる試験研究費の額が見直され、試験研究のために要する費用
の額で研究開発費として損金経理をした金額のうち、棚卸資産若しくは固定資
産の取得に要した金額とされるべき費用の額又は繰延資産となる費用の額が追
加されましたが、研究開発費として損金経理をした金額には、研究開発費の科
目で経理を行っていない金額であっても、財務諸表の注記において研究開発費
の総額に含まれていることが明らかなものが含まれる旨が示されています。 

【人材確保等促進税制／所得拡大促進税制】 

 42 の 12 の 5―2 

本制度の適用上、給与等の支給額からは「給与等に充てるため他の者から支払
を受ける金額」を控除することとされていますが、その範囲を示す通達が改正
され、出向者の給与負担金以外の項目については、これまでの例示による説明
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から概念的な説明に改められています。 

 42 の 12 の 5―2 の 2 

本制度の適用要件の判定上、「給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額」
であっても雇用安定助成金額については給与等の支給額から控除しないことと
されましたが、その雇用安定助成金額の範囲が明らかにされています。 

【株式対価 M&A を促進するための措置】 

 66 の 2 の 2―2 

株式交付制度により、株式交付子会社の株主がその有する株式交付子会社株式
を譲渡し、株式交付親会社株式の交付を受けた場合において、その株式交付親
会社株式の価額がその株式交付により交付を受けた資産の価額の合計額のうち
に占める割合が 80％以上であるとき（8 割要件）は、株式譲渡損益のうち交付
を受けた株式交付親会社株式に対応する部分の計上が繰り延べられる制度が創
設されました。この制度に係る通達が新設されていますが、たとえば、8 割要件
の判定における株式交付親会社株式の価額については、株式交付計画に定めら
れた算定方法における算定基準日の株価を基礎として合理的な手法により算定
される価額によることとしても差し支えない旨が示されています。 

【過大支払利子税制】 

 66 の 5 の 2―19 

公社債投資信託の収益の分配の額のうち、「公社債の利子から成る部分の金額」
を控除対象受取利子等合計額に加算することができることとされましたが、こ
の「公社債の利子から成る部分の金額」とは、法人が支払を受ける公社債投資
信託の収益の分配の額の内訳書において、公社債の利子であることが確認でき
る金額のみをいうことが明らかにされています。 

第 4 租税特別措置法関係通達（連結納税編）関係 

第 5 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律関
係通達（法人税編）関係 

第 6 「生命保険会社の所得計算等に関する取扱いについて」通達関係（PDF 

304KB） 

第 7 「損害保険会社の所得計算等に関する法人税の取扱いについて」通達関係
（PDF 304KB） 

第 8 グループ通算制度に関する取扱通達関係（PDF 347KB） 

  

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/04.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/05.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/05.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/pdf/f.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/pdf/g.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/pdf/g.pdf
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/hojin/kaisei/2106xx/pdf/h.pdf


 

 

KPMG Japan e-Tax News   3 

***** 

なお、2021 年度税制改正で創設されたデジタルトランスフォーメーション投資
促進税制、カーボンニュートラルに向けた投資促進税制、繰越欠損金の控除上
限の特例等に関する改正通達は、今回発遣された改正通達には含まれていませ
ん。 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている
状況に対応するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努め
ておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではあり
ません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショ
ナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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